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第１章 計画の策定（見直し）にあたって 

 

１．計画の趣旨と背景 

 〇甲賀市地域産業振興基本条例の基本理念及び地域経済を取り巻く状況を踏まえて本計 

画を作成する。 

  

２．見直しの方向性 

 〇新型コロナウイルスの影響を受けたポストコロナ社会の急激な社会変化に伴い、デジ 

タルトランスフォーメーション（ＤＸ）の推進やカーボンニュートラルを実現するた 

めの計画とする。 

また、時代の転換点の中で企業の高水準の賃上げを持続的なものとし、未来への投資 

を拡大することを支援する。 

 

 〇SDGｓとの関連 

 

 

 

 

 

 

 

８．全ての人が働きがいのある人間らしい仕事をし、自然資源である環境を守りながら、

持続可能な経済成長を進めることを目指す目標。 

 

９．経済成長と人々の健康で安全な暮らしの両方を実現するため、社会の基盤となるイン

フラを持続可能で、災害に強く、環境破壊をもたらさないものにするための目標。 

 

１２．持続可能な消費と生産のパターンを確保するための目標。「より少ないものでより多

く、よりよく」を目指す。経済活動において、ライフサイクル全体を通じて資源の利用、

劣化および汚染を減らすこと、生産者から最終消費者まで、あらゆる人を巻き込みながら、

サプライチェーンの運用をすることが重要とする。 

 

１７．SDGsの１７番目の目標は、１６の目標を達成するために、「具体的な実施手段を強化

し持続可能な開発に向けて世界の国々が協力すること」に関連するとても重要な目標。様々

なステークホルダー（関係者）が連携することや、目標達成に向けてどのくらい進捗して

いるか確認するため、データや統計を集めることも目標に含む。 
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３．計画の概要 

 

 １）計画の位置づけ 

 〇甲賀市地域産業振興基本条例の基本理念に基づき、商工業の振興施策の計画的な推進 

による、ヒト・モノ・コトの投資の戦略的な展開をするためのビジョンを示す。 

 〇上位計画の甲賀市総合計画を基本に据え、商工業の振興を通じて甲賀市の未来像『あ 

い甲賀 いつもの暮らしに「しあわせ」を感じるまち』を実現する。 

 

 ２）計画期間 

 〇平成３１年度から令和１０年度までの１０年間 
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第２章 商工業振興の現状と課題 

 

１．工業  

 〇１５年連続で製造品出荷額等が県内１位となっている。 

 〇ものづくり企業が多く集積しているが、量産工場が多く、経営決定権や研究開発機能 

  がない事業者が多いため、市外へ流出するリスクが高い。 

 〇新型コロナウイルス感染症の影響や不安定な社会情勢によるコスト高、少子化による 

急激な生産年齢人口の減少などの複合的かつ不可避な問題に直面している。 

 〇土地の利用規制等のため、製造拠点の新規立地や拡張、設備投資等の企業立地のニー 

ズに即時に対応できない状況にある。 

〇工業におけるＤＸ・ＧＸ（グリーントランスフォーメーション）の推進による企業の生

産性向上を目指す取り組みが必要となっている。 

 

２．商業・サービス業 

 〇新型コロナウイルス感染症による影響に追い打ちをかけるように原油・原材料価格等 

  の高騰により経営状況の厳しさが増している。 

 〇店主の高齢化や後継者不足等に伴い、廃業するケースが増えている。 

 〇個人商店の減少、チェーン店増加によって、本市の地域性の喪失やまちづくりの担い 

手の減少となっている。 

 〇次代の商業の担い手を増やすための、キャリア教育への取り組みが必要となっている。 

 〇商業・サービス業におけるＤＸ・ＧＸ（グリーントランスフォーメーション）の推進 

による企業の生産性向上を目指す取り組みが必要となっている。 

〇新商品・新サービスの開発による地域経済活性化のため、本市の地域資源を活用し、農

商工連携による相乗効果を発揮できるよう支援する。 

 

３．地場産業  

 １）信楽焼 

 〇国内市場の縮小、安価な海外製品の輸入増加やメーカーの廃業の影響などにより、生 

産額は現在、平成４年のピーク時の２割程度、従業員数は３割程度まで減少し、厳し 

い経営状況が続いている。 

 〇一方で、ブランディング、異業種コラボレーション、市場にあわせた商品開発、ソー 

シャルメディアやインターネット販売の活用により成果を出している事業者が増えて 

いる。 

  

２）薬業 

 〇県内の地場産業の医薬品生産金額の約７５％程度を市内で生産し、本市の基幹産業と 

なっている。 

 〇一方で、国の薬価引き下げや価格競争等による厳しい環境が続いている。 

 〇市場規模が拡大傾向にある国内の医薬品製造業において、超高齢化社会及びポストコ 
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ロナ社会の到来を踏まえた、ＤＸの推進による利便性の高い新たなビジネスモデルの 

構築を期待する。 

 

４．中小企業振興と新たな産業  

 〇市内の商工業者数は３,５１９、そのうち小規模事業者数は２,８０８となっている。 

 〇地域経済の活性化には、商工業者の生産性向上や競争力強化、企業再生、ＤＸ・ＧＸ 

  の推進による経営基盤の強化や経営の安定化が必要となっている。 

 〇創業支援や経営支援による創業しやすい環境の整備や近隣大学との連携等により、多 

様な産業振興による、次の「稼ぐ力」となる新たな産業の創出を目指す。 

 

５．就業促進と人材育成 

〇本市の生産年齢人口は、平成１７年（２００５年）のピーク時の約７５％程度に２０ 

３０年には減少すると推計されている。 

〇労働者不足や高齢化、後継者不足などの解決に、就業の促進と人材育成 は喫緊の課

題となっている。 

〇課題解決に向け、市内企業の人材確保支援や、生産性向上、女性活躍、高齢者活躍、 

外国人材の雇用、働き方改革、テレワークなどの新しい働き方の導入が重要となってい

る。 

 〇子どもたちが幼少期から地域の企業や産業へ親しみをもてるようなキャリア教育を進 

めていくことが重要となっている。 

 

 

第３章 計画の基本的な考え方 

 

１．事業者の主体的な取り組み支援  

 〇甲賀市地域産業振興基本条例の基本理念に定めるとおり、事業者自らが社会変化や社 

会ニーズを的確に把握し、創意工夫及び自主的な経営努力によって地域産業の振興を 

進め自社を変革させていく「自己変革力」を高める必要があります。 

 

 〇事業者の主体的な活動へ支援をすることで相乗効果が発揮されることを期待するとと 

もに、そのような事業者を重点的に支援する。また、地域全体でこうした挑戦・自己 

変革を目指す経営者を支えていく機運を醸成していくよう、努めていくことが重要で

す。 

 

２．地域資源を活かした産業振興 

 〇地域ブランドづくりに取り組み、地域資源の付加価値を高め、地域全体の魅力向上に 

つなげる。 

 〇日本遺産である信楽焼や忍者の活用により地域活性化を図り、交流人口の増加につな 

げる。特に、２０２５年日本国際博覧会を見据え、地域資源を活かした産業の振興を 
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進める。  

 

３．商工業を担う人づくり 

 〇生産年齢人口の減少は、様々な産業分野で人材不足、事業承継の問題を深刻化させて 

いる。 

 〇ニーズにあった人材の育成・確保を図る。 

 〇多様で魅力ある雇用の場の創出を図るとともに、女性、高齢者、若者、障がい者、外 

国人等の多様な人材の活躍を促進する。 

 〇子どもたちへ市内企業の魅力を発信するとともに、教育ファーム、キャリア教育、理 

系人材の育成等に取り組み、次世代の担い手づくりを進める。 

 

４．中小企業の振興重視  

 〇市内企業の多数を占める中小企業は、新商品・技術開発やＤＸ・ＧＸの推進に挑戦す 

  る中で、本市の雇用や税収への寄与、災害対応など地域社会に重要な役割を果たして 

いる。 

 〇商工会と連携し、中小企業の多様な課題解決を図るともに、ポストコロナ社会におけ 

  る社会変化にあった経営の支援と雇用の安定化を図るための振興施策を示すことを重 

  視する。 

 

５．推進体制 

 〇商工業は、多種多様な分野と関連し、本市の各種施策で地域経済の視点は不可欠なも 

  のとなっている。 

 〇そのため、幅広い分野との連携を推進し、全庁的に商工業振興に柔軟性をもって取り 

組む体制づくりを進める。 

  

第４章 基本方針と基本目標 

 

１．基本方針 

 〇総合計画に定めた未来像を実現するために、目指すべき方向性を示す。  

 〇時代の流れを見極めながらヒト・モノ・コトの投資を戦略的に展開することにより、

域内消費の拡大と、域外から稼ぐ仕組みをつくり、地域経済の循環で、活気あふれる

まちを目指す。 
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２．基本目標と施策  

 〇基本方針に基づいて推進する取り組みの柱として、５つの基本目標を定める。 

 

５つの基本目標 

【基本目標１】産業基盤の整備・企業誘致の強化 

〇地域を支えるものづくり産業を担う企業を応援するため、工業用地の創出、操業環境

の整備、支援体制の拡充を行い、企業立地を促進する。 

 

【基本目標２】商業・サービス業の活性化 

〇意欲的な個店等の取り組みへの支援を通じて、市内外からの消費者を獲得し、商業・サ

ービス業の活性化を図る。 

 

【基本目標３】地場産業の維持拡大 

〇地場産業の経営基盤強化や新技術・新商品開発、海外需要の取り組みなどを支援する。 

 

【基本目標４】新たな産業の創出と創業支援 

〇ものづくり産業の強みを伸ばしつつ、人口減少に立ち向かうための新たな「稼ぐ力」の

創出、創業に対する積極的な支援を行う。 

 

【基本目標５】経営の支援と雇用の安定化 

〇中小企業の経営支援を図るとともに、多様な雇用機会の確保・創出、雇用の安定化に努

める。 
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【具体的な施策】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．目標指標  
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１）基本目標指標 

 〇本計画を確実に推進するため、以下の目標指標を設定。 

 

経済活動 

市内総生産 

【２０１５年度】

（実績） 

【２０２０年度】

（実績） 

【２０２４年度】

（目標） 

【２０２８年度】

（目標） 

６，２１２億円 

（基準年） 

５，４８０億円 

（約１３%減） 

５，７２７億円 

（約４%増） 

６，１９９億円 

（約８%増） 

 

２）進捗評価指標 

〇基本目標指標と別に、５つの基本目標のそれぞれに進捗を評価する指標を設定。 

〇分野別の取り組みの評価を補助する指標。 

 

 

指標名 

【２０１７年度】 

実績（基準） 

【２０２０年度】 

実 績 

【２０２２年度】 

実 績 

【２０２４年度】 

目 標 

【２０２８年度】 

目 標 

基本目標１ 

・粗付加価値額 

・工場立地法届

出建築面積 

 

３，５３７億円 

 

１３，７４８㎡/

年 

 

３，９９７億円 

 

６３，１２６㎡/

年 

 

３，９３６億円 

 

１２９，７２４㎡

/年 

 

３，０５０億円 

 

１４７，９９２㎡

/年 

 

毎年２％増 

 

過去３年平均 

基本目標２ 

・市内生産額

（商業・サービ

ス業） 

・経営分析件数 

 

６９８億円 

 

２６件/年 

 

６７６億円 

 

７６件/年 

 

５８０億円 

 

５５件/年 

 

６６３億円 

 

７５件/年 

 

毎年２％増 

 

７５件/年 

基本目標３ 

・一人当りの信

楽焼生産額 

・化学工業粗付

加価値額 

 

６９６万円 

 

１，９２３億円 

 

７０８万円 

 

１，５７４億円 

 

７３４万円 

 

１，８８４億円 

 

７６６万円 

 

１，５３８億円 

 

生産性向上年２％ 

 

毎年２％増 

基本目標４ 

・法人市民税納

税者数 

・市内観光消費

額 

 

１，２３０人 

 

  １５０億円 

 

１,２２３人 

 

１４９億円 

 

１,２８３人 

 

１４２億円 

 

１,３０３人 

 

１８１億円 

 

１，３８３人 

 

未定 

基本目標５ 

・市民納税者数 

・事業計画策定

件数 

 

４６，８４８人 

 

７５件/年 

 

４７，７２０人 

 

６７件/年 

 

４８，０７６人 

 

５５件/年 

 

４８，９２０人 

 

６５件/年 

 

５０，１２０人 

 

６５件/年 

 
目標値の設定（２０２８年度） 

２０２４年度と目標値の考え方と同じ考え方で設定す

る。 

（表に追加予定） 
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第５章 実施プラン 

１．実施プラン  

〇基本方針と５つの基本目標に基づいて実施する主な事業を「実施プラン」として示す。 

 

２．計画の体系  

〇本計画と実施プランの体系を別紙に示す。 

 

第６章 計画の進捗管理 

 

１．計画の進捗管理  

 〇「甲賀市商工業振興計画審議会」で、ＰＤＣＡサイクルの手法に基づき、施策（事業） 

  の進行状況を点検・評価する。 

 

 【具体的手法の流れ】 

 

（１）Plan：将来像に向けた計画を立てる。 

（２）Do：計画に基づいた事業を実施する。 

（３）Check：定期的に達成度、効果を評価する。 

（４）Action：評価結果から計画を見直し改善を実践する。 

 


